









お わ り に














!）2003（平 15）年"月 25 日衆議院・財務金融委員会議事録（塩川正十郎発言），http://www.
shugiin.go.jp/itdb_kaigiroku.nsf/html/kaigiroku/009515620030225006.htm?OpenDocument（最


























年)月〜2009（平 21）年 11 月）を設置し，上記プロジェクトチームにおいて問
題点が指摘された委託調査費について検討を進めた。その結果，委託調査費










































































































































































10）2008（平 20）年"月 21 日衆議院・予算委員会議事録（http://kokkai.ndl.go.jp/cgi-bin
/KENSAKU/swk_dispdoc.cgi?SESSION = 2621&SAVED_RID =# &PAGE =, &POS =,
&TOTAL =, &SRV_ID =* &DOC_ID = 4344&DPAGE =! &DTOTAL =* &DPOS =)





































































































































図表!で示したように，2008（平 20）年度では合計 1074 件，172 億円余り
の委託調査費が各省庁によって支出されている。本稿では考察の対象外とせざ
るを得なかった国交省の委託調査費を加えれば，合計金額はおそらくこの金額









さて，図表%は，2010（平 22）年度において全省庁を通じて 10 件以上の委
託が行われた公益法人・民間コンサルタント等を示している。このうち受託件
数で言えば，三菱総合研究所（65 件），三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング
（56 件），野村総合研究所（37 件）が上位#組織である。また，受託金額で言え
ば，三菱総合研究所（約 19.3 億）がずば抜けて高く，みずほ情報総研（約 6.1
億），三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング（約 3.8億）がこれに次いでいる。
さらにこれら銀行・証券系の大手民間コンサルタント等は複数の官庁から委託
調査を受けており，その6総合性7を物語っている。具体的には，図表%に掲
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